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日本のホテルにおけるユニフォームシステムと第 12 版の改正ポイント 

はじめに  
日本のホテル業界では、外資系ホテルブランドの拡大、海外投資家の参入、アセットマネジメント機能の高度化を背景に、

ホテルごとの業績を比較可能な形で把握し、経営判断や対外説明に活用する重要性が一段と高まっています。 
こうしたニーズに対応する枠組みとして、米国ホテル会計基準である Uniform System of Accounts for the Lodging 
Industry（USALI／以下「ユニフォームシステム」）が活用されています。 

ユニフォームシステムは、収益・費用の計上区分および勘定科目を標準化することで、客室、料飲、その他営業部門ごと

の利益率を適切に把握し、ホテル間の比較可能性や投資家への説明の精度向上に資する管理会計基準です。現行のユ

ニフォームシステム第 12 版は、2026 年 1 月 1 日より適用が開始されています。 
本ニュースレターでは、日本のホテルにおいてユニフォームシステムへの対応が求められる背景、ユニフォームシステム

の導入・運用にあたっての課題、およびユニフォームシステム第 12 版の主な改正点について解説します。ユニフォームシ

ステムの導入を検討している方や、第 12 版の影響を把握したい方にとって、本稿が論点整理の一助となれば幸いです。 
 

日本のホテルにおけるユニフォームシステム 
ユニフォームシステムは米国ホテル会計基準ですが、日本のホテルにおいても業界標準として定着しつつあります。その

背景は、以下の観点から整理できます。 
 外部環境 

外資系ホテルブランドの拡大や海外投資家の参入により、ホテル事業の評価において国際的な比較可能性が求

められています。 
 内部管理 

ホテルごとに KPI や勘定科目が異なる場合、横断的な業績管理や分析が困難となるため、共通指標および統一さ

れた勘定科目体系への移行が重要です。 
 投資家対応 

投資家は統一的な基準に基づく業績評価を重視しており、将来的な売却や M&A を見据える場合、業績および資

産価値の適切な評価が不可欠です。 
このように、統一的な基準に基づきホテル業績を把握し説明するニーズが高まっています。これらの状況を踏まえ、ユニ

フォームシステムは、日本においても経営管理および対外説明の基盤として広く浸透しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

ユニフォームシステムを導入する場合の課題 
ユニフォームシステムへの対応は、単なる勘定科目の見直しにとどまらず、業務フロー、システム、KPI、予算策定プロセ

ス、月次報告書フォーマットなど、広範な見直しを伴う場合があります。ユニフォームシステム導入の主な課題は以下のとお

りです。 
 ユニフォームシステムに準拠した財務情報を整備するためには、会計ルールの見直しに加え、予約・宿泊管理シス

テム（PMS）や経費精算システムなど、関連する業務プロセスおよびシステムの見直しが必要です。例えば、客室

収入については顧客属性や販売チャネル別の把握が求められます。短期宿泊であれば早期割引、法人契約、シ

ニア割引、代理店など、団体宿泊であれば法人、協会、政府、代理店などの区分での管理が必要です。これらの

データを PMS から取得できるか、また取得可能な場合でもユニフォームシステムに準拠した運用に変更する必要

があります。 
 既存の会計システムでは、ユニフォームシステムに対応した柔軟な勘定科目設定や費用配賦、予実分析が十分に

実施できない場合があります。そのため、必要に応じてホテル向け会計システムの導入や周辺システムとの連携

も検討対象となります。 
 導入および運用を円滑に進めるためには、経理・経営企画部門に加え、営業部門を含む関係者間で目的や運用

方針を共有することが重要です。ユニフォームシステムの導入自体を目的とするのではなく、経営管理の高度化お

よび対外説明の充実に資するツールとして活用することが求められます。 
 

ユニフォームシステム第 11 版からの主な改正点 
ユニフォームシステムは約 10 年ぶりに改正され、第 12 版が公表されました。第 12 版は 2026 年 1 月 1 日から適用が

開始されています。本改正では、費用の計上区分の見直しおよび新たな開示項目の追加が行われています。 
また、宿泊・料飲・付帯サービスをパッケージに提供するオールインクルーシブ(All Inclusive)の拡大を踏まえ、従来の枠

組みでは十分に対応できなかったオールインクルーシブに対応するフォーマットが新設されています。 
 

1. 計上区分の変更 

項目 改正前（第 11 版） 改正後（第 12 版） 

客室内エンターテインメント（テレビ・

通信・インターネット） 

 

客室部門 

 

情報通信システム 

 

ミニバー費用 料飲部門 

 

その他営業部門 

 
廃棄物処理費 施設運営保守管理 エネルギー・水道・廃棄物（新設） 

 

ロイヤルティプログラム費用 営業マーケティング 

 

内容に応じて客室部門または営業

マーケティング 

 
2. 新設項目 

項目 改正前（第 11 版） 改正後（第 12 版） 

顧客への補償費用 

 

明示的な勘定科目なし 一般管理部門内に勘定科目を新設 

エグゼクティブラウンジ 

 

明細なし 
補助明細の新設（エグゼクティブラ

ウンジ収支の可視化） 



 

 

 

フルタイム当量 

 

金額のみ（人数指標なし） 
明細の新設（部門ごとのフルタイム

当量を把握し、労務効率分析に利

用） 

 

ブランド・オペレーター費用 

 

明細なし 
明細の新設（ブランド料、プログラム

やシステム利用料などの可視化） 

 
 

おわりに 
ユニフォームシステムの導入は、単に帳票の見せ方を変える取り組みではなく、ホテルの業績を比較可能かつ説明可能

な形で可視化し、経営判断の質を高めるための基盤整備と言えます。特に、複数ホテルの横断管理、投資家向けレポー

ティング、予算管理の高度化を目指す場合、その効果は大きいと考えられます。 
PwC では、ユニフォームシステムの導入時のアドバイザリーやサポートサービスを行っています。ユニフォームシステムの

導入方法や導入時の留意点、第 12 版の改正内容に関心がございましたら、お気軽に以下のフォームよりお問い合わせく

ださい。なお、文中の意見にわたる部分は筆者の私見であることを申し添えます。 
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